様式第５５号の５（第１０２条関係）

委　託　契　約　書

宮崎市（上下水道局）　（以下「発注者」という。）と　　　　(法人等の名称)　　　　（以下「受注者」という。）　とは、次のとおり委託契約を締結する。

　（委託業務）

第１条　発注者は、次に掲げる業務（以下「委託業務」という。）を受注者に委託し、受注者はこれを受託する。

　　委託業務の名称　　

　　委託業務の場所　　

２　受注者は、仕様書、別冊の図書及び現場説明書（以下「仕様書等」という。）に基づき委託業務を実施するものとする。
３　前項の仕様書等に明記されていない事項があるときは、発注者と受注者とが協議して定める。
　（履行期間）

第２条　委託業務の履行期間（以下「履行期間」という。）は、　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までとする。
　（委託料）

第３条　委託業務の委託料（以下「委託料」という。）は、　　　　　　　　　　　　　　円とする。

２　委託料のうち取引に係る消費税及び地方消費税の額は、　　　　　　　　　　　　円。

　（契約保証金）

第４条　受注者が発注者に納める契約保証金は、　　　　　　　　とする。（宮崎市財務規則第105条第　　項第　　号）

　（権利義務の譲渡等の禁止）

第５条　発注者及び受注者は、この契約上の地位並びにこの契約から生ずる権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又は第三者のための担保に供してはならない。ただし、あらかじめ書面により、相手方の承諾を得たときは、この限りでない。
　（再委託等の禁止）

第６条　受注者は、第三者（以下この条において「再委託先」という。）に対し、委託業務の全部又は一部を再委託してはならない。ただし、あらかじめ書面により発注者の承諾を得たときは、この限りでない。
２　受注者は、前項ただし書の規定により再委託を行った場合には、直ちに再委託先の名称及び再委託した委託業務の内容を書面により発注者に通知するものとする。
３　受注者は、第１項ただし書の規定により再委託を行った場合は、再委託先をしてこの契約に定める受注者の義務と同等の義務を遵守させるものとし、再委託先が当該義務に違反したときは、再委託先による当該義務違反は受注者の違反とみなして、その一切の責任を負うものとする。
　（委託業務の調査等）

第７条　発注者は、必要と認めるときは、委託業務の処理状況につき、調査をし、又は受注者に対して報告を求めることができる。

　（業務内容の変更等）

第８条  発注者は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更し、又は、委託業務を一時中止することができる。この場合において、委託料又は履行期間を変更する必要があるときは、発注者と受注者とが協議して書面によりこれを定める。

　（履行期間の延長）

第９条　受注者は、その責に帰することができない理由により履行期限までに委託業務を完了することができないことが明らかになったときは、発注者に対して遅滞なく、その理由を付した書面により履行期限の延長を求めることができるものとし、その延長日数は、発注者と受注者とが協議して定める。

　（損害の負担）

第10条　委託業務の処理について発生した損害（第三者におよぼした損害を含む。）は、受注者の負担とする。ただし、その損害の発生が発注者の責に帰する理由による場合は、この限りでない。

　（履行遅滞の場合における損害金）

第11条　発注者は、受注者の責に帰する理由により履行期限までに委託業務が完了しない場合において、履行期限後に完了する見込みがあると認めたときは、遅滞利息を徴収して履行期限を延長することができる。

２　前項の遅滞利息の額は、委託料について遅延日数に応じ、契約締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項に規定する財務大臣が決定する率（以下「支払遅延防止法の率」という。）を乗じて得た額とし、委託料のうちから控除するものとする。

３　受注者は、発注者の責に帰する理由により第14条の規定による委託料の支払が遅れた場合には、発注者に対して支払遅延防止法の率を乗じて得た遅延利息の支払を請求することができる。

　（業務完了報告書の提出）

第12条　受注者は、委託業務を完了したときは、遅滞なく発注者に対して委託業務の完了報告書（以下「業務完了報告書」という。）を提出しなければならない。

　（検査及び引渡し）

第13条　発注者は、業務完了報告書を受理したときは、その日から10日以内に委託業務の完了の確認のため検査を行うものとする。

２　受注者は、前項の検査の結果が不合格となり補正を命じられたときは、遅滞なく補正を行わなければならない。

３　第１項の規定は、前項の補正の完了及び再検査の場合について準用する。

４　受注者は、検査の結果、合格の通知を受けた場合において、発注者に引き渡すべき委託業務に係る目的物（以下「目的物」という。）があるときは、遅滞なく、目的物を発注者に引渡すものとする。
　（委託料の請求及び支払）

第14条　受注者は、前条の規定による検査に合格したときは、発注者に対して委託料の支払を請求するものとする。

２　発注者は、前項の支払請求があったときは、その日から30日以内に受注者に委託料を支払わなければならない。

　（発注者の解除権及び違約金）

第15条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。

（１）故意又は重大な過失により、期限内に委託業務を履行する見込みがないと認めるとき。

（２）契約の相手方が死亡して契約上の義務の履行を承継する者がないとき。

（３）正当な理由がなく契約締結後14日以内に委託業務に着手しないとき。

（４）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者に業務委託料債権を譲渡したとき。

（５）受注者が次のいずれかに該当するとき。

ア　役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められる者をいう。）又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員であると認められるとき。

　　イ　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴

力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に

暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。

オ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

カ　再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当

該者と契約を締結したと認められるとき。

キ　受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方としていた場合（カ

に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかっ

たとき。

（６）前各号のほか、受注者がこの契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができないと認められると

き。

２　前項の規定により契約が解除された場合においては、受注者は、委託料の100分の10に相当する額を違約金として、発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

３　第１項の規定によりこの契約が解除された場合において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金に充当することができる。

４　受注者は、第１項の規定による契約の解除による損害を受けた場合においても、発注者に対してその賠償を請求できないものとする。

５　発注者は、第１項の規定による契約の解除をした場合において、必要があるときは、既に完成した部分の目的物の引渡しを受注者に請求することができるものとする。この場合において、発注者は、当該目的物に対する委託料相当額を支払うものとして、その支払額は、発注者と受注者とが協議して定める。

　（秘密の保持）

第16条　受注者は、委託業務の処理により知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

　（個人情報の保護）

第17条　受注者は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。

　（契約不適合責任）
第18条  発注者は、第13条第４項の規定により引き渡された目的物が種類、品質又は数量に関してこの契約及び仕様書等により定められた内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるとき（その引渡しを要しない場合にあっては、委託業務が終了した時に目的物が契約不適合であるとき）は、受注者に対し、目的物の修補又は代替物若しくは不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。
２　前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。
３　第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。
（１）   履行の追完が不能であるとき。
（２）   受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。
（３）   目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目
的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。
（４）   前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みがない
ことが明らかであるとき。　
４　前３項の規定は、発注者による解除権の行使及び受注者に対する損害賠償の請求を妨げるものではない。
（契約不適合責任期間等）
第19条　発注者は、目的物に関し、第13条第４項の規定による引渡し（以下この条において単に「引渡し」という。）を受けた日（その引渡しを要しない場合にあっては、委託業務が終了した日）から２年以内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。

２　前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根拠を示して、受注

者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。

３　発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第６項において「契約不適合

責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。

４　発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法（明治29年法律第89号）の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。

５　前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せず、契約不適合

に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。

６　民法第637条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。

７　発注者は、目的物の引渡しの時（その引渡しを要しない場合にあっては、委託業務が終了した時）に契約不適合

があることを知ったときは、第１項の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。

８　目的物の契約不適合が仕様書等の記載内容、発注者の指示又は貸与品等の性状により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。ただし、受注者がその記載内容、指示又は貸与品等が不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。
　（契約以外の事項）
第20条　この契約に定めのない事項については、宮崎市上下水道局会計規程（令和４年企業管理規程第５号）及び同規程の規定により準用する宮崎市財務規則（平成元年規則第1号）に定めるところによるものとし、この契約及び宮崎市上下水道局会計規程、宮崎市財務規則に定めのない事項並びにこの契約に関して疑義が生じたときは、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。
この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自１通を保有する。
　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　

　　　　　　　　　　　　　発注者　　　　名　　　称　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所

　　　　　　　　　　　　　受注者　　　　名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

なお、この契約書に押印した印鑑を前記委託業務の関係書類に使用します。

（注）押印の際、届出のない印鑑を使用する場合は印鑑届を提出しなければならない。
